
預金保険機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２１年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　人事院勧告に準じて、役員給与規程の改定を行い、当該規程に基づいて役員報酬を支給する

こととしている。

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長 人事院勧告に準じて、本給月額を0.3％引き下げ、賞与の年間支給月数を     

　　　　　0.25月分引き下げた。また、特別調整給（地域手当）の月額を本給の16％

　　　　　から17％に引き上げた。

理事

同上

理事（非常勤）

なし

監事

なし

監事（非常勤）

なし



２　役員の報酬等の支給状況

平成２１年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

22,133 13,880 5,893 2,359 （特別調整給） *※

千円 千円 千円 千円

7,773 4,741 2,175
805
52

（特別調整給）
（通勤手当） 9月7日 *

千円 千円 千円 千円

17,337 10,872 4,617 1,848 （特別調整給） ※

千円 千円 千円 千円

17,404 10,872 4,617
1,848

67
（特別調整給）

（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

17,508 10,872 4,617
1,848

171
（特別調整給）

（通勤手当） ◇

千円 千円 千円 千円

7,443 5,724 686
973
60

（特別調整給）
（通勤手当） 9月8日 *

千円 千円 千円 千円

1,848 1,848
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
注３：「特別調整給」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。

３　役員の退職手当の支給状況（平成２１年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

17,725 8 0 9月7日 1.4 *

千円 年 月

該当者なし

注１：「摘要」欄には、各法人が委嘱する外部の専門家又は設置する委員会による業績の評価等、

退職手当支給額の決定に至った事由を記入する。
注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
注３：業績勘案率は、平成16年1月以降在職期間分について適用され、0.0から2.0の範囲内で業績に応

じて決定。

業績勘案率については、
外部有識者等からなる業
績評価委員会において「預
金保険機構の役員退職手
当に係る業績勘案率算定
の考え方」に基づき、決定
した。なお、支給額のうち、
業績勘案率適用対象は
10,079千円。

A理事

B理事

C理事

摘　　要

E理事

D理事

監事
（非常勤）

前職

法人の長

A理事

監事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

法人での在職期間

法人の長



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　職員給与の中心となる俸給については、一般職の職員の給与に関する法律の適用を受け
る国家公務員と同様に職務の内容と責任に応じて決定することを基本として、「預金保険機
構職員給与規程」に定める級別標準職務表において、その者の職務に含まれる複雑、困難
及び責任の度等に基づき級を格付けし、人件費を管理している。
　なお、人件費管理の基礎となる人員計画については、平成１８年度以降の５年間において、
人員について５．１％の削減を行うこととする。これを実現するために、定員合理化計画に基
づく定員削減を着実に実施することとし、新規増員は厳に抑制することとしている。

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　当機構の職員は、官から出向者が多く、それぞれの出向元での給与を基準として、機構
に採用する際の給与を決定している。
　なお、人事院勧告に準じて、職員給与規程の改定を行っている。

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　職員の勤務成績に応じて、昇給、昇格及び賞与のうち勤勉手当の額に反映させている。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２１年度における給与制度の主な改正点

人事院勧告に準じて、俸給月額を平均0.2％引き下げ、賞与の年間支給月数を0.35月分引
き下げ、持家に係る住居手当を廃止した。また、地域手当の支給割合を東京は16％から17
％、大阪は13％から14％に引き上げた。

　① 人件費管理の基本方針

給与種目
賞与：勤勉手当

（査定分）

制度の内容

勤務成績が優秀な者に対して、予算の範囲内で、増額支給を行っている。

勤務成績に応じて、昇給させるか否か及び昇給させる場合の号俸数を決
定している。また、勤務成績を踏まえて昇格を決定している。

俸給月額



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

197 46.9 8,355 6,235 151 2,120
人 歳 千円 千円 千円 千円

164 46.8 8,941 6,523 177 2,418
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 39 11,947 8,447 134 3,500
人 歳 千円 千円 千円 千円

27 49.6 4,000 4,000 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

12
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 62.1 7,887 5,759 305 2,128
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

2

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：当法人には、研究職、教育職に該当する者がいないため、記載を省略した。
注３：当法人における在外職員は１名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから人数以
外は記載していない。
注４：当法人における再任用職員のうち嘱託職員は２名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれが
あることから人数以外は記載していない。

嘱託職員

事務・技術

指定職

民間出向職員

うち賞与平均年齢
平成21年度の年間給与額（平均）

事務・技術

再任用職員

指定職

民間出向職員

指定職

嘱託職員

民間出向職員

嘱託職員

非常勤職員

事務・技術

嘱託職員

在外職員

任期付職員

事務・技術

指定職

民間出向職員

総額
区分

常勤職員

うち所定内人員



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

3 53.5 － 13,458 －

21 57.2 11,008 11,723 12,159

30 51.6 10,030 10,439 10,783

33 50.2 8,176 8,891 9,334

68 41.2 6,398 7,363 8,207

2 － － － －

7 30.8 4,128 4,475 4,755

注１：「部長・同相当職」は、３名であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれが
あることから、第四分位「第１分位」及び「第３分位」は記載していない。
注２：「主任・同相当職」は、２名であるため、当該個人に関する情報が特定されることから
人員以外は記載していない。

係長・同相当職

主任・同相当職

係員

年間給与の分布状況（事務・技術職員）
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

平均平均年齢人員分布状況を示すグループ

部長・同相当職

次長・同相当職

課長・同相当職

課長補佐・同相当職
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（人）（千円）



③

区分 計 １０級 ９級 ８級 ７級 ６級

標準的
な職位

人 人 人 人 人 人

164 0 7 17 34 47
（割合） （　 　　%） (4.3%) (10.4%) (20.7%) (28.7%)

歳 歳 歳 歳 歳

～ 59～49 59～53 59～42 59～37

千円 千円 千円 千円 千円

～
10,001～

8,607
9,270～
7,745

8,278～
6,434

7,873～
5,376

千円 千円 千円 千円 千円

～
13,953～
12,033

12,933～
10,854

11,384～
8,986

10,598～
7,548

区分 計 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的
な職位

人 人 人 人 人

25 9 19 6 0
（割合） （15.2%） （5.5%） （11.6%） （3.7%） （　 　　%）

歳 歳 歳 歳 歳

48～37 50～36 44～31 32～28 ～

千円 千円 千円 千円 千円

6,190～
4,872

5,834～
4,525

5,022～
3,409

3,785～
3,033

～

千円 千円 千円 千円 千円

8,471～
6,748

8,032～
6,282

6,791～
4,656

5,003～
4,105

～

④

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

56.9 56 56.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.1 44 43.5

％ ％ ％

         最高～最低 45.6～35.8 44.9～32.6 45.1～34.1

％ ％ ％

63.8 67 65.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 36.2 33 34.5

％ ％ ％

         最高～最低 42.5～29.5 43.8～31.4 43.2～30.9

課長又は上
席調査役

審議役又は
次長

課員
調査役又は
主任

調査役

上席調査役
又は調査役

審議役、次
長又は課長

主任又は課
員

調査役又は
主任

所定内給
与年額(最
高～最低)

年齢（最高
～最低）

年間給与
額(最高～

最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

年齢（最高
～最低）

一律支給分（期末相当）

管理
職員

 職級別在職状況等（平成２２年４月１日現在）（事務・技術職員）

一般
職員

年間給与
額(最高～

最低)

一律支給分（期末相当）

部長

賞与（平成２１年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

人員

区分

人員



⑤

122.1

水準を１００として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 １０７．９

参考 学歴勘案　　　　　　 １１８．７

地域・学歴勘案　 ◎１０５．３

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準に置き換えた場合の給与

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　0.0％

（国からの財政支出額　10,000,000千円）
（支出予算の総額　28,927,832,666千円：平成２１年度予算）

　給与水準の適切性の
　検証

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

指数の状況

講ずる措置

項目

対国家公務員　　１２２．１

　１．当機構の勤務地は東京及び大阪のみであり、全職員に対し東京
17.0％、大阪14.0％といった高い支給割合の地域手当を支給している。

　２．業務の特殊性から金融の実務経験者や高度の専門性を備えた者を
採用しており、相応の報酬を支給している。

【累積欠損額について】
累積欠損額9,105億円（平成20年度決算（一般勘定））

【検証結果】
　平成20年度には欠損金を4,672億円圧縮し、引続き財務の健全化・効率
化に努めている。なお、給与水準は国家公務員と比較すると高くなっている
が、勤務地や業務の特殊性が原因であり、今後も解消は困難である。

対国家公務員（行政職（一））

職員と国家公務員との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)

　地域手当に関係した給与水準差は、勤務地の特殊性から今後も解消は
困難である。
　また、業務の特殊性から金融の実務経験者や高度の専門性を備えた者
を採用しており、地域・学歴勘案（◎）による５ポイント程度の給与水準差
は、人材確保の観点からも困難である。

　以上のとおり、指数の改善は困難であるが、平成17年12月24日閣議決定
された「行政改革の重要方針」による人件費削減の取組状況については、
既に６％の人員を削減し、削減目標を達成している。

内容



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成２１年度）

前年度
（平成２０年度）

千円 千円 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

◎「給与、報酬等支給総額」、「最広義人件費」の増減要因

　①給与、報酬等支給総額

　　　前年度比52,530千円（1.8％）については、欠員解消のための現員補充が主な要因。

　②最広義人件費

　　　前年度比70,372千円（2.0％）については、上記のほか役員への退職手当の支給が

　　主な要因。

◎「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人件費削減の取組の状況

　①人件費削減の取組に関する事項

　　　平成１８年度以降の５年間において、人員について、5.1％の削減を行う。

　②人件費削減の取組状況

　　　既に６％の人員を削減し、削減目標を達成している。

基準年度
（平成17年

度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

391 378 368 365 366

▲ 3.3 ▲ 5.9 ▲ 6.6 ▲ 6.4

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし。

（　 ▲9.1）

（　　　3.7）

区　　分 比較増△減

(　　　 1.8)

12,226 24,490 （ 　200.3）

52,530

3,547,200 3,476,828 70,372 （　　　2.0）

189,136

335,758 12,332

最広義人件費

208,116 ▲ 18,980
非常勤役職員等給与

2,973,258
給与、報酬等支給総額

2,920,728

退職手当支給額
36,716

福利厚生費
348,090

（人員純減の場合）　　　　　　　総人件費改革の取組状況

年　　　度

人員数
（人）

人員純減率
（％）


